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序     文 
 

インドネシア共和国は、泥炭地からの二酸化炭素排出量を含めた場合、中国、米国に次ぐ世界

第3位の温室効果ガス排出国であり、経済成長に伴うエネルギー需要の増加に付随し、排出量が今

後増加することが懸念されています。 

2009年10月に発足したインドネシア共和国の第2期ユドヨノ政権は、2020年の温室効果ガス排出

量を26％削減する自主的な削減目標を設定し、気候変動問題に積極的に取り組む姿勢を見せてい

ます。そのようななか、特に同国がエネルギーを依存する石炭火力発電所から排出される温室効

果ガス削減の1つの手段として、二酸化炭素回収貯留（Carbon Dioxide Capture and Storage：CCS）

技術が注目され、期待が高まっています。 

こうしたことを背景にCCSに係る研究を進めているバンドン工科大学を実施機関としたプロジ

ェクトの要請がインドネシア共和国政府からわが国に対しなされ、他方、これまで同大学と共同

研究を進めていた京都大学から科学技術協力案件の提案があり、本プロジェクトが採択されまし

た。 

これを受けて独立行政法人国際協力機構（JICA）は、協力内容の協議のために2011年10月2日か

ら10月11日まで詳細計画策定調査団（団長：地球環境部環境管理グループ環境管理第一課長野田

英夫）を派遣し、2011年10月8日に協議議事録に署名しました。 

本報告書は同調査団の調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後、本プロジェクトの

実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた在インドネシア共和国日本国大使館など、内外関係機関の方々

に深く謝意を表すとともに、引き続き当機構の活動に一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成24年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島 真也 
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Google mapよりグンディガス（Gundih）のおよその位置 



グンディガス田の Kedungtuban 地区にある既に

掘削された生産坑井を視察（10/3） 

グンディガス田の Randublatung地区にある既に

掘削された生産坑井を視察（10/3） 

国営石油会社における協議。右手前が Adriansyah

副社長（10/5） 

国営石油会社での会議終了後、Adriansyah氏 

（中央）等と合同写真を撮る（10/5） 

科学技術省の Teguh副大臣を表敬訪問（10/5） ITB にて、ITB 側関係者（Wawan 副学長、Sule

講師等）とプロジェクト内容を協議。10月 6～7

日と協議を継続 



 

 

ITB Wawan副学長と野田団長による M/M署名式（10/8） 

 

M/M署名後、参加関係者で全体写真を撮る。左より 2人目が Sule講師、中央

が教育省高等教育総局長（元 ITB学長）の Djoko Santoso氏 
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ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

BPMIGAS Oil and Gas Implementing Body 石油ガス上流政策実施機関 

CCS Carbon Dioxide Capture and Storage CO2分離回収・貯留 
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EOR Enhanced Oil Recovery 石油増進回収 

ESDM Ministry of Energy and Mineral Resources エネルギー鉱物資源省 

F/S Feasibility Study 実施可能性調査 
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G&G Geological and Geophysical 地質学的・地球物理学的 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査の背景・経緯 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）は、泥炭地からの二酸化炭素（Carbon 

Dioxide：CO2）排出量を含めた場合、中国、米国に次ぐ世界第3位の温室効果ガス（Greenhouse Gas：

GHG）排出国（31億4,300万CO2換算トン、国際湿地保全連合報告）である。経済成長に伴うエネ

ルギー需要の増加に付随するGHG排出量の増加も懸念されており、GHG排出量削減に向けた同国

の果たすべき役割が期待されている。 

これを踏まえ、2009年10月に発足した第2期ユドヨノ政権は、2020年のGHG排出量を26％削減す

る自主的な削減目標を設定し、国家中長期開発計画のなかに気候変動問題を主要課題として継続

的に組み込むため、2010-2029年の約20年間にわたる適応策及び緩和策に係る部門別ロードマップ

「インドネシア国気候変動ロードマップ（Indonesia Climate Change Sectoral Roadmap：ICCSR）」

（2010年3月）を策定するなど、気候変動対策を同政権の重要な政策課題と位置づけている。 

 同ロードマップでは、特に同国がエネルギーを依存する石炭火力発電所から排出されるGHG増

加が課題として示されており、CO2の回収貯留（Carbon Dioxide Capture and Storage：CCS）は、エ

ネルギーセクターの緩和策の1つになり得るとされている。一方、同国内においては、CCSに関す

る調査研究が始まったばかりであり、CO2の地中貯留部分に特に焦点を当てる本事業は、エネルギ

ーの大部分を石炭火力発電に頼る同国において、経済成長と気候変動対策を両立し得る技術とし

て開発ニーズは高く、バンドン工科大学（Institut Teknologi Bandung：ITB）や国営石油会社が中心

となって、CCSの技術開発を進めている。 

CCSに関して、わが国では、2000年ごろから（財）地球環境産業技術研究機構（Research Institute 

of Innovative Technology for the Earth：RITE）を中心に研究と技術開発が進められてきた。特にCO2

の挙動に関するモニタリングにかかわる技術開発に関しては、実験室レベルでの基礎的な研究と

同時に、新潟県長岡市での圧入実験も行われ、一定の技術開発の成果が得られている。 

今後、広くインドネシア各地でCCSを実施するためには、多くの専門家が必要なことから、ITB

を中心とした研究者の育成に関するプロジェクトがインドネシア政府よりわが国に対し要請され、

他方、これまでITBと共同研究を進めていた京都大学から科学技術協力案件の提案があり、本件プ

ロジェクトが採択された。 

本調査は、インドネシア政府からの協力要請の背景及び既存の研究内容を確認し、先方研究者

及び政府関係機関等との協議を経て、中部ジャワ州グンディガス田開発において、東南アジアで

最初のCCS実施への協力を行うためのプロジェクトデザインを策定する。また、インドネシア側実

施体制の現状を含め、本プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、分析すること

を目的とする。 
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１－２ 技術協力プロジェクトに関するインドネシア側からの要請概要 

本技術協力の要請書は、インドネシア政府から日本政府に対して提出された。要請概要は、以

下のとおりである。 

要請案件名 （科学技術）インドネシア東ジャワ州グンディガス田における二酸化炭素の

地中貯留及びモニタリングに関する先導的研究 

要請機関 ITB 

上位目標 CO2地中貯留によって、低炭素社会に向けたエネルギーシステムへの貢献をす

ること 

案件の目標 東南アジアで最初のCO2地中貯留パイロットプロジェクトを実施すること 

期待される成果 1）構造、物理的特性に基づく貯留層の特性づけ 

2）キャップロックの特性づけ 

3）CO2移動の解析 

4）CO2注入過程のモニタリングに関連する技術の向上 

活 動 1）必要な地質学的・地球物理学的データの収集と分析 

2）パイロットプロジェクトの詳細設計 

3）CO2注入の実施及びモニタリング 

4）実験結果のまとめ 

協力期間 5年間 

 

１－３ 調査目的・内容 

プロジェクトに係る対象国の実施体制等を確認し、現地調査及び資料収集を行い、本案件の方

針や方法を検討する。また、協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）の署名及び交換を通じ、対

象国側とプロジェクト方針を確認する。 

 

１－４ 調査団構成 

分 野 氏 名 所  属 

総 括 野田 英夫 JICA地球環境部環境管理第一課 課長 

環境管理/気候変動 肥田野 るり JICA地球環境部環境管理第一課 副調査役 

研究総括 松岡 俊文 京都大学大学院工学研究科都市社会工学専攻 教授 

研究計画 高橋 亨 公益財団法人深田地質研究所 理事 

評価分析 皆川 泰典 株式会社システム科学研究所 上席研究員 

 

上記調査団員に加えて、独立行政法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：

JST）による以下調査団が同行した。 

氏 名 所  属 

林 欣吾 JST地球規模課題国際協力室 主任調査員 

葉山 雅 JST地球規模課題国際協力室 主査 
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１－５ 調査日程 

 （1）調査日程 

2011年10月2日（日）～11日（火） 

日順 日付 内  容 

1 10/2（日） 移動（成田～スラバヤ） 

2 10/3（月） 移動（スラバヤ～チェプ） 

グンディガス田サイト視察 

3 10/4（火） 移動（チェプ～スラバヤ～ジャカルタ） 

4 10/5（水） 国営石油会社との面談 

在インドネシア日本大使館表敬 

JICAインドネシア事務所打合せ 

科学技術省（Ministry of Research and Technology：RISTEK）との面談 

エネルギー鉱物資源省（Ministry of Energy and Mineral Resources：ESDM）

との面談 

5 10/6（木） 移動（ジャカルタ～バンドン） 

ITBと案件スコープ確認 

6 10/7（金） ITB・国営石油会社とのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）協議 

7 10/8（土） ITB副学長・教育省高等教育総局長とM/M・討議議事録（R/D）ドラフト協

議 

M/M署名 

移動（バンドン～ジャカルタ） 

8 10/9（日） 資料整理 

9 10/10（祝） JICAインドネシア事務所への報告 

国営石油会社との面談 

移動（ジャカルタ～成田） 

10 10/11（火） 成田着 

 

 （2）訪問先 

インドネシア関係機関（ESDM、RISTEK、国営石油会社、ITB）等 

 

１－６ 調査結果 

 （1）プロジェクトタイトルの変更 

プロジェクトサイトとなるグンディガス田は、東ジャワ州及び中部ジャワ州の境界付近に

位置するが、正確には中部ジャワ州にあることから、プロジェクトタイトルを以下のとおり

変更した。 

変更後：Pilot Study for Carbon Sequestration and Monitoring in Gundih Area, Central Java 

Province, Indonesia 

変更前：Pilot Study for Carbon Sequestration and Monitoring in Gundih Area - East Java Province, 

Indonesia 
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 （2）案件目標及び活動の設定（付属資料１．Annex I PDM参照） 

以下のとおり関係者と合意した。 

1）目標：インドネシアにおけるCO2地中貯留及びモニタリング技術の作業手順書整備 

2）活動： 

① フェーズ1：グンディガス田におけるCO2貯留層探索のための技術開発及びコスト計

算も含めたCO2注入のフィージビリティ・スタディ（Feasibility Study：F/S）（並びに

F/Sを基にした、CO2注入井掘削に係る関係者調整） 

② フェーズ2：CO2注入後のCO2挙動のモニタリング 

③ フェーズ1からフェーズ2に移行するためには、案件スコープ外の活動であるCO2注入

井の掘削可否が大きく影響することから、フェーズ1が終わる前後で進捗確認及びそ

の後の活動計画・期間を見直すことで先方及びJSTと合意した。 

④ なお、現段階では当初要請時から想定していたベストシナリオ（グンディガス田か

ら出るCO2 30万トンを貯留対象としてそれに係る追加コストをガス田開発コストと

共に利益から差し引くコストリカバリーが国によって認められること）を基に案件

スコープを定めている。 

⑤ CO2貯留のための井戸掘削可否は、国営石油会社の内部決定や政府内部の検討状況に

左右されることから、フェーズ1の間にその他シナリオを同時並行で検討する予定

（浅い場所に少ない量のCO2を貯留する等）。 

⑥ 万一、CO2注入井の掘削がなされなかったとしても、フェーズ2を変更して、ガス貯

留層以外の地層も含め、ガス開発時の地層変化をモニタリングする等、CCS実用化に

寄与する活動を続けたいとの意向が先方及び当方実施機関より示された。 

 

 （3）先方実施体制 

1）実施機関：ITB（ITBとつながりのある国営石油会社含む他所属の研究者含む） 

2）その他：（付属資料２．エネルギー鉱物資源省組織図参照） 

① 教育省 

ITBの所管官庁は教育省であり、通常ITBを含む国立大学へのJICA協力においては教

育省がJICA専門家や機材の便宜供与をしていることからR/Dへのウィットネスとして

サインを求めた。先方も前例があるとのことでこれを了承。 

② エネルギー鉱物資源省 

2010年10月に設立されたNew Renewable Energy and Energy Conservation総局がCCS

を所掌することになっており、R/Dへウィットネスとして署名する方向で今後調整する

こととなった。 

なお、石油ガス総局（Directorate General of Oil and Gas：MIGAS）は石油・ガス開発

上流の政策官庁。また、同省の中にはOil and Gas Implementing Body（BPMIGAS）とい

う石油・ガス開発上流の執行官庁が独立して存在しており、個別案件ごとの石油・ガ

ス開発計画の承認をしている。ガス田開発計画のなかにCCSを含めることになれば、通

常の手続きどおりBPMIGASの承認が必要なだけではなく政策官庁であるMIGASの承

認も得なければならない可能性が指摘された。 
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 （4）その他 

1）JICA専門家のリサーチパーミットについて、RISTEKから必要との見解が示された（付

属資料３．面談録参照）が、JICA事務所と相談の結果、リサーチパーミットによらず、

一般の技術協力と同様の手続きのなかでJICA専門家の身分、活動を確保することとした。

したがって、R/DへのRISTEKの署名も不要とし、その旨ITBとも合意した。 

2）JICA長期専門家として業務調整員を派遣することについてITBと合意。専門家執務室に

ついては既にITB内に準備されていることを確認した。 
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第２章 事業事前評価結果 
 

２－１ 事業の背景と必要性 

 （1）当該国における気候変動対策の現状と課題 

インドネシアは、泥炭地からのCO2排出量を含めた場合、中国、米国に次ぐ世界第3位のGHG

排出国（31億4,300万CO2換算トン、国際湿地保全連合報告）である。経済成長に伴うエネル

ギー需要の増加に付随するGHG排出量の増加も懸念されており、GHG排出量削減に向けた同

国の果たすべき役割が期待されている。 

これを踏まえ、2009年10月に発足した第2期ユドヨノ政権は、2020年のGHG排出量を26％削

減する自主的な削減目標を設定し、国家中長期開発計画のなかに気候変動問題を主要課題と

して継続的に組み込むため、2010-2029年の約20年間にわたる適応策及び緩和策に係る部門別

ロードマップ「インドネシア国気候変動ロードマップ（ICCSR）」（2010年3月）を策定するな

ど、気候変動対策を同政権の重要な政策課題と位置づけている。 

 同ロードマップでは、特に同国がエネルギーを依存する石炭火力発電所から排出される

GHG増加が課題として示されており、CO2の回収貯留（CCS）は、エネルギーセクターの緩和

策の1つになり得るとされている。一方、同国内においては、CCSに関する調査研究が始まっ

たばかりであり、CO2の地中貯留部分に特に焦点を当てる本事業は、エネルギーの大部分を石

炭火力発電に頼る同国において、経済成長と気候変動対策を両立し得る技術として開発ニー

ズは高い。 

 

 （2）当該国における気候変動対策と本事業の位置づけ 

インドネシア政府は、新エネ・省エネの推進のため2011年2月にエネルギー鉱物資源省内に、

新・再生可能エネルギー・省エネルギー総局を設立した。同局は、2025年の1次エネルギーに

占める新・再生可能エネルギーの割合を25％ とする目標「Vision 25/25」や、それらを推進す

るための「Clean Energy Initiative」を発表している。同イニシアティブは化石燃料の燃焼によ

るCO2排出を削減する総合的な指針であり、化石燃料燃焼後の対策の1つとしてCCSの技術開

発が進められることになっている。同国内で初のCO2地中貯留実証試験に取り組もうとする本

事業は、CCS技術開発の基盤を確立するうえで重要な役割を果たすことが期待される。 

 

 （3）気候変動対策に対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

近年、気候変動問題が深刻化するなか、わが国は2009年9月の国連気候変動首脳会合におい

て、途上国のCO2排出削減に対する先進国の資金・技術支援を表明するとともに、わが国の

CO225％削減目標（2020年までに1990年比で25％、2005年比で33.3％削減）を発表しており、

CO2の削減問題への取り組みは日本・インドネシア両国において国家的な課題ともなっている。

最新のわが国の「対インドネシア事業展開計画」（2010年8月1日付）において、気候変動対策

プログラムは「特別課題」と位置づけられており、本事業はわが国及びJICAの援助方針に合

致したものとなっている。 

 

 （4）他の援助機関の対応 

同国におけるCCS導入への取り組みに対する他ドナーの支援はまさに始まったばかりであ
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る。2009年にCCS展開のポテンシャルに関する技術調査1が英国大使館の支援を受けて実施さ

れ、さらに、アジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）は、2011年度より同国を含む

各国にて、CCSの環境への影響、パイロットプロジェクトの実施可能性の調査等、CCS実施の

ロードマップを作成する技術支援2を実施中である。 

なお、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の地球温暖化対策技術

普及等推進事業のなかで、日系石油会社と商社が共同で同国における温室効果ガス削減CCS

プロジェクトの案件組成調査を実施中。 

 

２－２ 事業概要 

 （1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、中部ジャワ州にあるグンディガス田においてCO2地中貯留時の深部地層の評価技

術やCO2の分布・挙動モニタリング手法について調査し、手順書（Standard Operation 

Procedures：SOP）にまとめて提案することにより、インドネシアの陸域ガス田におけるCCS

事業促進の一助とするものである。 

 

 （2）プロジェクトサイト/対象地域名 

バンドン、中部ジャワ州グンディガス田 

 

 （3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

バンドン工科大学（Institut Teknologi Bandung：ITB）の研究者等約50名、その他CCS事業者・

研究者等 

 

 （4）事業スケジュール（協力期間） 

2012年4月～2017年3月を予定（計60カ月） 

 

 （5）総事業費（日本側） 

3.7億円 

 

 （6）相手国側実施機関 

ITB 

 

 （7）投入（インプット） 

1）日本側： 

① 専門家：長期専門家1名（業務調整）、短期専門家約20名（地質・地質物理・石油開発

等）、総80M/M（予定） 

② 本邦研修：日本におけるCCS等の視察研究 

                                                        
1 “Understanding Carbon Capture and Storage Potential in Indonesia”, November 2011, Indonesia CCS Study Working Group 
2 ADBのプロジェクト名は“Determining the Potential for Carbon Capture and Storage in Southeast Asia”。同プロジェクトには、イン

ドネシアではエネルギー鉱物資源省石油ガス技術研究センター（R&D Center for Oil and Gas Technology：LEMIGAS）が参加

し、南スマトラ州のメルバウ油田を対象にして同調査を進めている。 
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③ 供与機材： CO2モニタリング作業に必要な各種測定装置、データ解析用コンピュータ

及びソフトウェア等 

④ 在外事業強化費 

 

2）インドネシア側 

① カウンターパート：総括責任者、実施責任者を含めた研究者約50名 

② 施設等 

 

 （8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境社会配慮 

① カテゴリ分類：B 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010年4

月公布）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該

当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるため。 

③ 環境許認可：事業実施段階で確認予定。 

④ 汚染対策：事業実施段階で確認予定。 

⑤ 自然環境面：事業実施段階で確認予定。 

⑥ 社会環境面：事業実施段階で確認予定。 

⑦ その他・モニタリング：事業実施段階で確認予定。 

 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

特になし。 

 

3）その他 

特になし。 

 

 （9）関連する援助活動 

特になし。 

 

２－３ 協力の枠組み 

 （1）協力概要 

1）プロジェクト目標 

インドネシアの陸域ガス田におけるCCS事業推進のため、CCS技術を安全に適用するため

に不可欠となる深部地層の評価技術、地下でのCO2分布・挙動のモニタリング技術に関する

SOPが提案される。 

 

2）成果及び活動 

成果1：グンディガス田におけるCO2地中貯留及びモニタリングに関する実施体制が検討さ

れ、詳細な実施計画が作成される。 

指標1：実施体制、作業計画等が決定される。 
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グンディガス田でのCO2地中貯留・モニタリングの詳細実施計画書が協議・作成さ

れる。 

活動： 

1-1．具体的な体制・担当者を決め、研究チームをつくる。 

1-2．研究者の作業計画を作成する。 

1-3．エネルギー鉱物資源省等関係省・部局間の調整枠組みを設定する。 

1-4．国際的な調整の枠組みを設定する。 

1-5．上記1-3及び1-4で設定した枠組みを定期的に見直し、改訂する。 

1-6．技術交流会合（半年に1度）やCCSシンポジウムを開催する。 

1-7．技術的観点から、インドネシアにおけるCCSに関する準備調査を実施する。 

1-8．グンディガス田におけるCO2注入及びモニタリングのためのCCS実施戦略に関して

調査する。 

1-9．1-1から1-8を踏まえ、詳細な実施計画が作成される。 

 

成果2：成果3での活動及び地表施設の設計シミュレーションを行うため、CO2地中貯留サ

イト及びCO2貯留層の特性が調査され、評価される。 

指標2：グンディガス田に関する地質学・地球物理学的探査（Geological and Geophysical：

G&G）及び物理学的特性のデータベースが構築される。 

グンディガス田でのCCSのための地質・貯留層モデルが構築される。 

貯留層における注入済みCO2の挙動が、少なくとも3段階（注入直後、CO2貯留定着

後、1000年後）で予測される。 

地表施設を計画するためのシミュレーション予測がなされる。 

活動： 

2-1．CO2地中貯留サイト、CO2貯留を記述しモデルを作成する。 

2-1-1．CO2地中貯留サイト及び貯留層を表す必要なデータを収集し、データベースを

更新する。 

2-1-2．地質モデル構築のため、グンディガス田の周辺地域で補足的な地質学・地球物

理学的探査（G&G）を実施する。 

2-1-3．既存及び新規データを利用して、同サイト・CO2貯留層の地質モデルを構築する

（静的貯留層モデル） 

2-2．室内実験 

2-2-1．貯留層から得られたコアの利用可能性をチェックする。 

2-2-2．室内実験の装置をセットアップする。 

2-2-3．貯留層における岩石の特性を調べる室内実験を実施する。 

2-3．貯留層のシミュレーション及び評価を実施する。 

2-3-1．地質データと室内実験データを用いて、貯留層モデルを構築する。 

2-3-2．新しい地質学・地球物理学モデル（動的モデル）を用いて、貯留層のシミュレ

ーション及び評価を実施する。 

2-4．地表施設設計のためのシミュレーションを行う。 
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成果3：グンディガス田でのCO2地中貯留及びモニタリングのため、地表施設設計とコスト

評価を含むフィージビリティ調査（F/S）が実施される。 

指標3：グンディガス田におけるCO2地中貯留及びモニタリングに関する指針をまとめた報

告書が作成される。 

グンディガス田における地表施設の設計報告書が作成される。 

活動： 

3-1．コスト評価を含むCO2地中貯留及びモニタリングに関するグランドデザインを作成

する。 

3-2．CO2地中貯留及びモニタリングのための地表施設を設計する。 

3-3．環境社会への影響を調査する。 

 

成果4：CO2貯留層の評価及びモニタリング技術検証のためにCO2地中貯留及びモニタリング

に応用する地球物理学的及び地球化学的技術が実際の貯留層において適用され、評

価される。 

指標4：貯留層の評価及びモニタリング手法でのデータ収集及びデータ処理の方法が報告書

にまとめられる。 

活動： 

4-1．JICAから提供された装置を用いて、測定技術に関する現場作業を実施する。 

4-2．以下に示すモニタリング手法について、データ取得、処理、解析を実施する。 

4-2-1．4D高分解能反射法地震探査 

4-2-2．4D電気/電磁探査法 

4-2-3．4Dマイクロ重力探査法 

4-2-4．InSAR・GPSを利用した手法 

4-2-5．4D微小地震モニタリング法 

4-2-6．自然地震を利用したトモグラフィ/地震波干渉法によるモニタリング 

4-2-7．地球化学/水理学的モニタリング手法 

4-2-8．各種物性を利用した貯留層内のCO2飽和状態定量的評価手法 

 

成果5：グンディガス田におけるCO2地中貯留及びモニタリングの分析・評価を基にしてSOP

が作成される。 

指標5：陸域ガス田でのCO2地中貯留及びモニタリングに関するSOPが作成される。 

活動： 

5-1．グンディガス田におけるCO2地中貯留及びモニタリングの結果をレビュー・評価す

る。 

5-2．CO2地中貯留及びモニタリングに関するSOPを作成する。 

5-3．SOPに関するセミナーを開催し、公表する。 

 

 （2）その他インパクト 

本事業を通じてCO2地中貯留のSOPは、同国内で課題となっている石炭火力発電所から発生

するCO2削減対策を検討するうえでの基礎となり、気候変動対策に貢献するものとなり得る。 



 

－11－ 

２－４ 外部条件・前提条件 

 （1）事業実施のための前提 

ITBとグンディガス田の開発をする国営公社間で秘密保持契約等に係る覚書が締結される。 

 

 （2）成果達成のための外部条件 

グンディガス田の地質学・地球物理学的データが利用可能である。 

 

 （3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

特になし。 

 

２－５ プロジェクトのモニタリングと評価 

 （1）実施体制と内容 

本プロジェクトのモニタリングについては、日本・インドネシア共同のモニタリングとし

て合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）を少なくとも年1回開催して実施する

こととする。JCCの構成メンバーを、付属資料１．Record of Discussions（R/D）案のANNEX VII

に示した。JCCの委員長は、インドネシア教育省高等教育総局長（元ITB学長）が就任予定で

ある。 

 

 （2）評 価 

プロジェクト実施期間の中間時点に中間レビュー、プロジェクト終了前約6カ月の時点で終

了時評価を実施する。本プロジェクトの当初計画が着実に実施されるためには、国営石油会

社によるCO2注入実施内容がプロジェクト開始後2年の間で確定される必要があり、中間レビ

ューにてその点確認することとする。 

 

２－６ プロジェクト実施上の留意点 

 （1）CO2の注入可能性について 

本事業では注入するCO2調達コストを下げるため、ガスの生産現場で分離され通常は大気に

放出されるCO2を用い、これを注入地点まで運搬し圧入する予定である。そのため、CO2注入

のサイトとして国営石油会社がガス生産を開始する予定である中部ジャワ州グンディガス田

が選ばれた。 

地表設備（パイプラインやコンプレッサー等）と注入井の用意は本事業外で国営石油会社

等の協力を得て進める予定であり、本事業内で作成するF/Sにて費用の算出等を行う予定。事

業実施スケジュールを考慮すると開始後2年以内に注入井が用意される目途が立っている必

要があるが、万一中途の段階でこれらの目途が立たない場合は、協力期間を見直しつつ、室

内実験やシミュレーション結果を基に獲得したCO2貯留手法につき手順書にまとめる。 

 

 （2）グンディガス田のデータの利用・公表について 

同国においては、国内の油ガス田で、石油開発を目的に取得されたデータを国外に持ち出

すことが禁じられている。そのため、グンディガス田のボーリングコア試料を用いた室内試

験や各種データの解析はすべてインドネシア国内の研究施設において実施する必要がある。
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したがって、本事業を進めるなかでのデータの管理について、管理体制や手順を決めるとと

もに、公表手続きについても同様な管理を行うよう留意する。 

 

 （3）環境影響評価について 

グンディガス田では、ガスの生産にかかわる環境影響評価はオペレータである国営石油会

社によって既に実施されており、それに従って各種モニタリングも計画されている。一方、

2011年12月の国連気候変動枠組条約第17回締約国会議でCCSのCDM（クリーン開発メカニズ

ム）化が承認されたのを踏まえ、今後国際的な流れのなかで環境影響評価等が求められる可

能性がある。その場合は適切に対応する必要がある。 

 

２－７ 5項目評価 

 （1）妥当性 

以下の点から、本プロジェクト実施の妥当性は高いと判断される。 

インドネシア政府は、ユドヨノ大統領が約束した「2020年のGHG排出量を、何も対策を講

じない場合に比べて26％削減する」という自主的な削減目標達成のための具体的対策づくり

を積極的に進めている。特に、化石燃料依存度の低減に向けて「Clean Energy Initiative」（2010）

を発表し、そのなかで化石燃料燃焼後（Post- Fossil Combustion）の中心的対策としてCCSを位

置づけており、本プロジェクトの内容は、インドネシアの開発政策、社会的ニーズと合致し

ている。さらに、わが国の「対インドネシア事業展開計画」においても、気候変動対策プロ

グラムが特別課題として位置づけられており、本プロジェクトはわが国の援助政策とも合致

している。 

また、本プロジェクトの実施機関であるITBと京都大学の間、さらにはITBと国営石油会社

の間では長期にわたり研究と技術開発に関して良好な関係が構築されており、本プロジェク

ト実施上の懸案事項についても、緊密な連携がとられることが期待される。 

CCSに関する他ドナー等の支援は始まったばかりである。英国大使館が、LEMIGASをカウ

ンターパートとして技術面、ビジネス面、法制度等の課題整理のための調査を実施した（2009）

ほか、ADBがCCS導入のためのパイロットプロジェクト実施準備調査を進めている。本プロ

ジェクトはCCSの技術的研究に特化していることから活動の結果をタイムリーに提供すれば、

他ドナーの調査を補完する内容になり得る。さらに、わが国では、2000年ごろから（財）地

球環境産業技術研究機構（RITE）を中心にCCSの研究と技術開発が進められてきた。特にCO2

の挙動に関するモニタリングにかかわる技術開発に関しては、実験室レベルでの基礎的な研

究と同時に、新潟県長岡市での圧入実験も行われ、一定の技術開発の成果が得られており、

本プロジェクトにおいてもそのノウハウの活用が期待できる。 

 

 （2）有効性 

以下の点から、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

成果は5つ計画されているが、いずれもプロジェクト目標に示すSOPの構成要素に関する研

究項目である。成果とプロジェクト目標との間にある外部条件は地質学・地球物理学的デー

タの利用可能性であり、同データ所有者の国営石油会社の許可が必要であるが、ITBと国営石

油会社間での秘密順守に関する覚書を結び、これに基づいて利用可能となる予定。 
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 （3）効率性 

以下の観点から、本プロジェクトは効率性の高いものであると予想されるが、投入のタイ

ミングはCO2注入に関する国営石油会社との調整に大きく依存する。 

活動内容は、京都大学を中心とする日本側の大学の研究者とITBを中心とするインドネシア

側研究者とが共同で設計した内容であり、参加するプロジェクト実施期間の長さ、活動に必

要な時間、活動の難易度等を考慮して設定していることから、成果を出すために十分かつ具

体的な活動が計画されている。また、日本側、インドネシア側双方で相当数の大学・研究組

織の研究者の参加を想定していることから、具体的かつ十分な研究成果がアウトプットの指

標として設定されている。 

投入のタイミングは、CO2注入作業の実施に関する国営石油会社との調整に大きく依存して

いる。もし、CO2注入作業の調整に時間がかかる場合には、CO2注入後のモニタリングに必要

な機材の調達を含めて、成果4、成果5にかかわる活動に遅れが生じる可能性がある。また、

本プロジェクトはグンディガス田で天然ガス生産時に分離されるCO2を注入の材料とするた

め、実質的な費用は発生せずに注入するCO2を確保でき、さらに、CO2注入井の掘削について

は、本プロジェクトの予算では対応できないことから国営石油会社で実施することを想定し

ており、これらの点は費用対効果の観点から高く評価できる。 

 

 （4）インパクト 

CO2貯留が実用化された場合には、CO2排出削減への応用、石油増進回収（Enhanced Oil 

Recovery：EOR）への展開、CCSの技術面での大きな進展が波及効果として期待される。また、

インドネシア政府の気候変動対策等の政策面にも貢献することが予想される。 

 

 （5）持続性 

気候変動対策は今後もインドネシア政府の大きな政策課題であることから、CO2貯留に関す

るSOPが本プロジェクトで作成され広く周知されることで、インドネシア政府の政策に組み込

まれることが期待される。また、そうした政策面での自立発展性を強化するためにも、SOP

の政令化等の推進を本プロジェクト活動のなかでも取り組んでいく必要がある。本プロジェ

クトに参加する日本・インドネシア双方の研究者は、対等の立場で協働作業を実施するとい

う姿勢であり、この結果、インドネシア側研究者が本プロジェクト終了後、独自にCCS技術を

発展させる自立発展性は十分に確保されている。 

 

 （6）結 論 

本事業は、インドネシア国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致してお

り、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
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第３章 国際共同研究の視点（本現地調査におけるJSTからのコメント） 
 

３－１ 本件の科学技術的な意義について 

本件は平成23年度・地球規模課題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）の環境・エネルギー

分野（低炭素社会の実現に向けたエネルギーシステムに関する研究領域）において（条件付）採

択された。 

採択段階では「インドネシアの天然ガス田において、アジア初の大規模実証CCS（CO2回収貯蔵）

プロジェクトでのモニタリング技術の研究開発に取り組むという興味深い研究テーマである」ま

た「現地で実際にCCSプロジェクトを推進する企業と共同で行うために実効性も高」く、及び「わ

が国にとっても将来的にCCS関連産業の強化やクリーン開発メカニズム（CDM）としての利用が

期待できる提案内容である」と高く評価された。 

その一方で、「国際共同研究として今後実施していくうえで、基礎研究的なモニタリングの研究

だけにとどまらない将来的な社会実装を視野に入れた研究計画・研究目標となるよう配慮頂きた

い」「地域住民への影響などを含めた事業実施に対する広範な環境社会配慮を強化することが期待

される」という課題も指摘されている。 

 

３－２ 国際共同研究の実施の要件 

本件は、提案段階から、CO2の地中圧入のためのサイト提供と圧入に必要となる地表施設の提供、

圧入井の掘削、CO2の分離、輸送、注入作業（分離回収されるCO2の全量を地中圧入する場合、年

間で約30万トン）はインドネシア側にて準備されることが前提（想定）となっている。 

これについては当然ながら採択段階で要確認事項のひとつとして挙げられ、面接選考の際に審

査委員会から追加説明が求められ、松岡研究総括からは、CCS事業に必要となる坑井の掘削費、圧

入に必要な地上設備に関する費用の部分は、国営石油会社が負担し、既存データを基にした圧入

場所の評価技術の開発、モニタリング技術開発の一部を、本プロジェクトの経費のなかで賄う予

定との説明があった。 

しかしながら、条件付採択後の両国の関係者間での協議において、インドネシア側がCO2圧入井

の掘削及び地中注入を行うことが、必ずしも確定・確約されたものではなかったことが明らかに

なった。 

そのため、今回の調査団では、インドネシア側予算によるCO2圧入井の掘削等の実施の見通しの

確認、さらにCO2圧入井の掘削等が実施されない場合、または実施されても規模が縮小された場合

に、研究計画の変更が生じるのか、生じる場合はその内容、SATREPS事業としての国際共同研究

計画が成り立ち得るのか等の見通しの確認を行うことが大きな目的のひとつとなった。 

今回の現地での確認・協議の結果、CCS実施機関である国営石油会社の理解と判断、政府機関に

よる承認手続き等の困難さはあるものの、グンディガス田でのCCSの実施の可能性が残されている

ことが確認できた。 

最初の1～2年は、当初の研究計画に基づき研究活動を行い、その課程で得られた研究成果を、

インドネシア側の関連機関などに提供し、CO2圧入井の掘削等の実施を働きかけていき、CO2圧入

井の掘削等の実施が当初の想定よりも小規模になる場合や、行われない場合も、それに応じた計

画変更は必要になるものの国際共同研究が実施可能であるとの感触を得られた。JSTとしては、当

初の提案書に記載されていたようにCCSが実施されるよう両国の参加機関・メンバーに注力頂くこ
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とを期待するが、やむを得ず研究計画の変更が生じる場合は、密にご報告、ご相談頂きたい。 

 

３－３ 採択された研究計画内容との整合性について 

上述の懸案事項があるものの、本来の共同研究計画自体（CO2圧入サイトの選定技術と圧入後の

モニタリング技術の開発）については、提案書作成段階及び採択後に、両国の主な参加研究者間

で、情報交換や協議が十分行われていたこともあり、今回の短期間での訪問中、おおむね日本側

で採択された研究計画に変更を加えることがないことが確認できた。 

 

３－４ インドネシア側の研究体制、意欲等について 

今回、インドネシア側の研究機関や関係省庁はおおむね本共同研究に対する理解と参加意欲が

高いことを確認できた。相手側研究代表者のWawan副学長及びSule講師は本共同研究に対して強い

意欲をもっており、特にSule講師は今回のほとんどすべての協議先に同行頂くなど、インドネシア

国の関係機関と積極的に協議・調整を行っていただいた。 

Wawan副学長とSule講師の所属するITBの積極的な参画も期待できるうえ、実質的に共同研究機

関として参加する国営石油会社の参加予定メンバー（特に同社研究開発センター）の意欲も確認

できた。 

松岡研究総括をはじめとする日本側の研究チームは、今回の調査団の準備段階から、技術セミ

ナーの開催やPDM案や活動計画表（Plan of Operation：PO）案の作成など、本共同研究の円滑な立

ち上げ及び実施に向けて、意欲的に取り組まれておられる。 

一方で、今回のR/D案上では、両国の参加研究機関や参加研究者として、日本側8機関23名、イ

ンドネシア側11機関48名が記載されており、両国の研究代表者などの少数のコアメンバーを除く

と、相手側研究者と日本側研究者との連携体制、研究分担などの協議・構築はこれからと見受け

られた。R/D署名後の共同研究開始時期までに、具体的な研究内容・分担、達成目標などについて

の協議を密に行っていただくことを期待したい。 

 

３－５ 知的財産権 

R/D署名前後に両国の代表機関間で締結される知的財産権の取り扱いなどに関する共同研究に

関する合意文書については、基本的には京都大学案（JSTの雛型を使用）が受け入れられる見通し

であることを確認できた。 

さらに、ITBと国営石油会社間とで共同研究及び機密保持に関する合意文書も締結されることに

なっている。 

なお、本件に関するグンディガス田の予備調査は、国営石油会社としての秘密事項にかかわる

ことが多いことを理由に、これまでインドネシア側によって行われてきている。これらの情報は

上記の関連機関間で秘密保持に関する合意文書を締結したのち、参加研究者（含む日本側）に提

供される予定である。 

 

３－６ その他 

SATREPS事業の採択件数は平成20年度以降の年間で33カ国60課題であり、インドネシアを対象

国とした案件は本件を含め6課題（低炭素社会領域では本件が最初）であり、最も採択課題が多い

国の1つである。今後は他の採択課題との情報共有などを図っていただきたい。 
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＜参考－１＞ インドネシアを対象国としたSATREPS案件のリスト 

採択

年度 
分野（領域） 課題名 

研究代表者名 

（所属機関） 
主要相手国研究機関

H20 環境・エネル

ギー（気候変

動領域） 

インドネシアの泥炭・森林における火災と

炭素管理 

大崎  満（北海道大

学） 

インドネシア国家標

準局、パランカラヤ

大学、インドネシア

科学院 他 

H20 防 災 インドネシアにおける地震火山の総合防災

策 

佐竹  健治（東京大

学） 

インドネシア科学院

H21 感染症 抗C型肝炎ウイルス（HCV）物質の同定及び

HCV並びにデングワクチンの開発 

堀田 博（神戸大学） インドネシア大学 

H21 環境・エネル

ギー（気候変

動領域） 

短期気候変動励起源地域における海陸観測

網最適化と高精度降雨予測 

山中 大学（海洋研究

開発機構） 

技術評価応用庁 

H22 生物資源 生命科学研究及びバイオテクノロジー促進

のための国際標準の微生物資源センターの

構築 

鈴木 健一朗（製品

評価技術基盤機構） 

インドネシア科学院

H23 環境・エネル

ギー（低炭素

社会） 

インドネシア中部ジャワ州グンディガス田

におけるCO2の地中貯留及びモニタリング

に関する先導的研究 

松岡  俊文（京都大

学） 

バンドン工科大学 

 

＜参考－２＞ JSTによる国内研究支援内容 

 JSTによる国内研究支援（予定）は以下のとおり（なお、既にJST－京都大学間で2011年6月1日

付で暫定契約を締結済み）。 

① 本研究への専従研究員の人件費 

② 国内研究のための国内旅費、相手国以外への海外旅費（欧米での学会発表、アジア他国へ

の出張等）、学生に対するインドネシア渡航旅費、第三国からの招へい者に対する渡航旅費

等 

③ 国内研究のための、設備費、材料・消耗品費等 

＊上記に加え、R/D署名前の相手国との協議のための旅費（相手国への旅費、相手国からの招へ

い等）を支援。 
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第４章 団長所感 
 

本調査を通じ、京都大学を中心とした日本側研究機関とITBを中心とするインドネシア側研究機

関が、本プロジェクト採択以前からこれまで協働して、CCSに関連するセミナーや打合せなどを行

ってきており、特に2011年春に採択が決まったあと、グンディガス田でのCCSに関する公開シンポ

ジウム3回（5月16日バンドンITB、7月27日東京、9月21日ジャカルタ）の開催や、国営石油会社を

はじめとしたインドネシア側関係機関への働きかけを行うなど、本プロジェクトに関する準備を

着実に行ってきたことが確認された。CCS（厳密には本プロジェクトではStorage=Sequestrationの

みを対象）を進めることの意義について、本調査で協議・面談を行った各関係機関（国営石油会

社、エネルギー鉱物資源省新・再生可能エネルギー・省エネルギー総局、国家教育省高等教育局、

RISTEK）からは、一様に支持がなされ、かつ、本プロジェクトへの期待が表明されており、本プ

ロジェクト開始の機運が高まっていることを感じた。 

本プロジェクトでは、インドネシアのガス田開発におけるCO2地中貯留のガイドライン（手順書）

の提案を目標とし、この目標達成に必要なアウトプットとして、①グンディガス田に対する事前

調査→②CO2圧入を行う貯留層の評価→③CCS事業のF/S→④CO2圧入後のモニタリングの取りま

とめ→⑤全工程（①～④）のレビューというサイクルを想定している。④については、CO2を実際

に注入することが前提となるが、注入井の掘削については、コスト（最大で15億円程度）の観点

から、本プロジェクト内で対応することが困難であり、インドネシア側、すなわち国営石油会社

で行うことを想定している。ITBと国営石油会社は圧入井の掘削費用に関して、広く他の資金源を

探すことも検討しており、その際には日本側においても情報収集に協力する予定である。しかし

ながら、現時点では残念ながら、国営石油会社が掘削を行うことの最終的な決定がなされていな

いため、本調査ではこれらの意思決定プロセスを明らかにし、本プロジェクトでこれらのプロセ

スの促進のための活動を含めることとした。なお、CO2の注入量（ゼロを含む）に応じて、アウト

プット④、⑤、更にはプロジェクト目標を見直す必要が生じるが、これは、アウトプット①～③

の達成が見込まれる中間レビューの段階で行うことが適当と判断される。なお、CO2が全く注入で

きず、かつ、プロジェクト目標を大幅に変更せざるを得ない状況になった場合は、JICA及びJSTの

双方の観点から、その後の本プロジェクトの進め方に関して、本プロジェクトの中断も含め、検

討する必要がある。いずれにしろ、現段階では、上記掘削のための意思決定プロセスをよくモニ

タリングすることが必要である。 

上記との関係で、国営石油会社は研究部門と実操業部門に分かれており、前者は本プロジェク

トの活動との関係では中心的な役割を果たすが、他方、CO2注入井の掘削については、後者による

意思決定が必要である。また、現在想定している規模、場所における注入井の掘削については、

エネルギー鉱物資源省の外局にあたり、石油天然ガス上流政策実施機関であるBPMIGASの承認が

必要である。これらについては、今後とも、ITBを中心に、意思決定・承認プロセスの促進のため

の活動を行うこととなるが、JICAからも必要に応じ、エネルギー鉱物資源省に配属されたJICA専

門家を通じた協力の要請を行うなど、側面的な支援は可能と思われる。 

他方、インドネシアにおける本プロジェクト推進の中心となる研究機関ITBは、フィールドを提

供する国営石油会社と古くから研究と技術開発に関して良好な関係を続けており、国営石油会社

がこのプロジェクト推進のために、技術者や施設の提供などを行い、新しいCCSの技術開発に対し

て積極的な役割を果たそうとするのも、これまでのITBによる粘り強い働きかけによるものと思わ
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れる。 

近年、世界的にCCSに対する関心が高まっており、インドネシア国内においても、石油メジャー

であるシェル石油は、英国大使館とLEMIGASと共同でインドネシアにおけるCCSの可能性に関す

るレポートを 2009年に作成している（Understanding Carbon Capture and Storage Potential in 

Indonesia）。また、2009年11月10日～12日に“Carbon Capture and Storage in Indonesia”という3日間

のシンポジウムを開催している。更に国営石油会社によれば、現在、インドネシア国内で、本プ

ロジェクト以外に、2件のCCS関連事業（丸紅、ADB）が計画されていることから、本プロジェク

トをより効果的に実施するために、これらの計画の進捗について適宜モニタリングし、教訓を活

用していくことが必要である。 

なお、本調査において、CO2地中貯留の適用の場となるグンディガス田を現場踏査し、プロジェ

クト目標の達成に欠かせない現場作業環境について調査したが、作業を進めるうえでは理想に近

い状況であり、品質の高いデータ取得が期待できる。 
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科学技術省（RISTEK）面談録 

 

１．日時：2011年 10月 5日（水）14時 30分～15時 15分 

２．先方：Mr. TeguhTahardjo, Deputy Director General、Mr. Ruben Silitonga, Deputy Director for 

International S&T Network Development他 1名 

３．当方：地球環境部 環境管理第一課 野田、肥田野ほか 4名 

ITB：Dr. WawanGunawanKadir, Vice Rector of Research and Innovation、Dr. Sule, lecturer、

Ms. Susanti, lecturer 

４．内容： 

今回当方の案件を開始するにあたって、これまでの案件採択等の協力御礼を目的と

して表敬したもの。先方の主な発言事項は次のとおり。 

・ RISTEKにおいては 2010年から組織改革をしているところ。研究開発は国家が優先

して取り組む事項に位置づけられている。 

・ SATREPS（地球規模課題対応国際科学技術協力事業）案件のプロポーザルはRISTEK

内で審査をしたあと、10件を BAPPENAS（国家開発企画庁）に提出し、BAPPENAS

からMOF（財務省）に連絡が入るという流れになっている。 

・ 2010年のプロポーザルのなかで本件は最高得点をつけた案件。過去の案件と違って

民間企業のかかわりがあり重要と考える。また政策も重要なファクターであり

ESDM（エネルギー鉱物資源省）との連携が求められると考える。 

・ 日本人研究者が活動するにあたっては、リサーチパーミットが必要であるところ、

プロジェクト開始の 2 カ月前を目途に、R/D（討議議事録）の写しを別添した活動

計画書を提出してほしい（本件については、別途検討すると回答）。 

以 上 
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エネルギー鉱物資源省（ESDM）面談録 

 

１．日時：2011年 10月 5日（水）16時 15分～17時 30分 

２．先方：Dr. Ing. HasrulLaksmanaAzahari, M. Met. E, Director, Various Energy and Renewable 

Energy, Directorate General of New Renewable Energy and Energy Conservation、ESDM矢

野アドバイザー（JICA長期専門家） 

３．当方：地球環境部 環境管理第一課 野田、肥田野 

JICAインドネシア事務所：村田ほか 4名 

ITB：Dr. WawanGunawanKadir, Vice Rector of Research and Innovation、Dr. Sule, lecturer、

Ms. Susanti, lecturer 

４．内容： 

今回当方の案件を開始するにあたって、案件の紹介及び今後の協力を要請したもの。

先方の主な発言事項は次のとおり。 

・ インドネシアにおいては石炭火力発電（Clean Coal Technology）を推進しているこ

ともあり、今後 CCS（CO2分離回収・貯留）は重要になると考えており関心をもっ

ている。 

・ 当総局は 8カ月ほど前に設立され、エネルギー問題を克服するためさまざまなアプ

ローチをとる部署になっている。総局の下には地熱、バイオエネルギー、その他再

生可能エネルギー（CCS含む）の 3つのセクションがある。ITBと当総局は MOU

（覚書）を締結している。 

・ CCSは環境問題を解決するためのひとつの手段。大臣も環境問題を非常に気にして

いる。政策にて何らかの対応をしなければならないと考えている。 

・ 今後の協力を約束するが、何をすればよいか具体的に教えてほしい（ITBより内容

を具体的に詰めて相談する旨説明あり、先方承知した）。 

以 上 
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